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 <今週のトピックス> 

 

（１） 政府系シンクタンクの２０１８年経済成長率予測、６．７％に鈍化 

 

■ 中国政府系シンクタンクの中国社会科学院は、２０１８年の国内総生産（ＧＤＰ）成長率

は６．７％前後になるとの予測を明らかにした。２０１７年は６．８％前後と予測しており、

成長率が０．１ポイント縮小するとの見方だ。 

 

■ 中国経済秋季リポートの発表会で明らかにした。中国の経済成長率は２０１６年第２四

半期（４～６月）から鈍化傾向にあるが、これが来年も続くという。具体的な理由として、

労働人口の減少や固定資産投資の減速のほか、外需の伸び鈍化を挙げた。 

 

■ 固定資産投資はここ数年、鈍化が続いており、２０１２年第１四半期（１～３月）には２

２％増だったものが、２０１７年第３四半期（７～９月）には５．５％増にまで失速した。特

に２０１６年第１四半期以降は民間投資の鈍化が目立っている。投資を分野別に見ると、

２０１７年第２半期以降は製造業、不動産、インフラと主要項目がいずれも失速しており、

来年も同様の傾向が続くと予測している。 

 

 

（２） 新エネルギー車勢が販促急拡大、「小型 EV補助満了」観測 

 

■ 中国の新エネルギー車（ＮＥＶ）市場で、各メーカーの販促キャンペーンが例年にも増し

て熱を帯びている。年末商戦に加えて、「新エネルギー車の補助金額が予定を繰り上

げて２０１８年から減額される」との観測が業界内に広がっていることが背景だ。航続距

離１５０キロメートル以下の小型電気自動車（ＥＶ）に至っては、「補助金支給が打ち切ら

れる」と噂される状況。小型ＥＶを中心に、メーカーによる恐慌的な投げ売りが加速して

いるという。国内メディアが１９日付で伝えた。 

 

■ 来年まで残りわずかのタイミングでの「補助金減額報道」を受けて、メーカー各社は値

下げによる在庫処分、特別販促に動き出した。一部メーカーはもともと、開発・製造コス

トが比較的に安価な小型ＥＶを生産することで、２０１９年導入が決まった「ＮＥＶ規制」
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（新エネルギー車を一定割合で生産・販売するよう義務付ける新規制）に対応する算段

だった。しかし小型ＥＶが補助金対象から外されるとなれば、規制をクリアしても車が売

れなければ採算が合わない。 

 

■ ある業界関係者は今年１１月時点で、政府が新エネルギー車補助金の減額を前倒しで

実施する可能性に言及し、「小型車を中心に新エネルギー車販売が予想を超えるピッ

チで拡大するなか、補助金給付額が政府の当初予算を超えた可能性がある」と指摘し

ていた。一方、国家補助とは別に、地方が独自に導入している新エネルギー車補助も、

中央政府は順次撤廃させる方向で調整中とされる。中国経済に深く根差す「地方保護

主義」の問題を是正する狙いがあるようだ。北京市は２０１８年にも新エネルギー車向

けの地方版補助を打ち切るとの観測も浮上している。 

 

 

（３） 大学新卒者の転職率上昇、「フィーリング」優先 

 

■ 中国の大学新卒者の転職率が上昇している。転職の理由は「キャリアアップを目指す」

というものから、「職場が肌に合わない」というものまでさまざまである。年配の世代に

比べ、「フィーリングや興味を重視する」傾向が強い。国内メディアが２０日付で伝えた。 

 

■ 統計によると、２０１７年の新卒者７９５万人のうち、５２０万人が１０社以上に履歴書を

送ったとされ、さらに８０万人が５０社以上に送付している。「ひとまず就職し、気に入ら

なければまた選び直す」というスタンスも多く、就職後の転職回数も多い。１９９０年代生

まれの６０％が１年以内に転職し、半年で転職する人も３８％いる。 

 

■ 転職組の１人はその理由について、「同じ職場に長くいることは上昇志向がない」と述

べ、キャリアアップのための転職と説明した。また「実際に会社に入ってみたら、期待し

ていたイメージと違った」という人もいる。いずれにしても、年配の世代が持っていた「家

族を養うために耐える」という意識は薄いようだ。 
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<相場情報> 

 

（為替相場） （出所： Thomson Reuters、Close Rate）  2017 年 

項目 2017/12/18 2017/12/19 2017/12/20 2017/12/21 2017/12/22 

1USD/RMB 6.6150  6.6035  6.5771  6.5833  6.5750  

1USD/JPY 112.53  112.88  113.38  113.32  113.26  

1RMB/JPY 17.0113  17.0940  17.2386  17.2133  17.2259  

1RMB/HKD 1.1815  1.1835  1.1894  1.1876  1.1890  

 

（株式市場） （出所： Thomson Reuters）  2017 年 

項目 2017/12/18 2017/12/19 2017/12/20 2017/12/21 2017/12/22 

上海 A 株 3422.39  3452.42  3443.09  3456.14  3452.99  

上海 B株 337.15  338.32  336.61  337.63  337.71  

深圳 A 株 1975.82  1993.05  1978.28  1992.47  1988.81  

深圳 B株 1144.46  1156.31  1151.87  1153.13  1152.69  

 

（人民元基準金利） （出所：中国人民銀行 2015 年 10 月 26 日改定）（年利、％）  

普通預金 定期預金 貸出 

利率 期間 利率 期間 利率 

0.35 

 

3 ヶ月 1.10 1 年 4.35 

6.3  6 ヶ月 1.30 1 年～5 年 4.75 

 1 年 1.50 5 年超 4.90 

  2 年 2.10   

 

以 上 
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